
2事業再生・債権管理Newslet ter 2020年9月号

本ニュースレターの発行元は弁護士法人大江橋法律事務所です。弁護士法人大江橋法律事務所は、1981年に設立された日本の総合法律事務所です。東京、大阪、名古屋、海外は上海にオフィスを構えており、主に企業法務
を中心とした法的サービスを提供しております。本ニュースレターの内容は、一般的な情報提供に止まるものであり、個別具体的なケースに関する法的アドバイスを想定したものではありません。本ニュースレターの内容につきま
しては、一切の責任を負わないものとさせて頂きます。法律・裁判例に関する情報及びその対応等については本ニュースレターのみに依拠されるべきでなく、必要に応じて別途弁護士のアドバイスをお受け頂ければと存じます。

平成３０年から３１年の倒産処理関連の最高裁判例

　本ニュースレターでは随時裁判例をとりあげています。平成

３０年から３１年の最高裁判例については、これまで最決平成

３０年４月１８日（破産開始決定による強制執行手続の失効に

関する。本ニュースレター第７号掲載）と最判平成３０年１２月

７日（所有権留保と集合動産譲渡担保との優劣に関する。同

第９号掲載）をご紹介しました。

　本号では、平成３０年と平成３１年に出された重要な倒産処

理関連の最高裁判例で、本ニュースレターに未掲載のもの

を、簡潔にご紹介させていただきます。

１　最判平成３０年２月２３日（判時２３７８号３頁、金判

１５４９号１６頁）

●抵当権の被担保債権が免責許可決定の効力を受

ける場合、当該抵当権自体は２０年の消滅時効にか

かる。（上告棄却）

（１）　判旨

　免責許可決定の効力（破産法２５３条１項）を受ける債権は、

訴えにより履行を請求して強制的実現を図ることができなくな

り、もはや民法１６６条１項（債権法改正前）1に定める「権利を

行使することができる時」を起算点とする消滅時効の進行を

観念することができない。

　民法３９６条2は、その文理に照らすと、被担保債権が時効に

より消滅する余地があることを前提としている。

　したがって、「抵当権の被担保債権が免責許可の決定の効

力を受ける場合には、民法３９６条は適用されず、債務者及び

抵当権設定者に対する関係においても、当該抵当権自体が

同法１６７条２項（筆者注：債権法改正前 3）所定の２０年の消

滅時効にかかると解するのが相当である。」

（２）　本判例の位置づけ

　本判決は、抵当権の被担保債権が破産法による免責許可

決定の効力を受ける場合に、当該抵当権自体が民法１６７条２

項（債権法改正前。現行法では民法１６６条２項。）所定の２０

年の消滅時効にかかることを、最高裁として初めて判断した

点に意義があります。

　本件に関連する判例として、主たる債務者が破産免責決定

を受けた場合に、この免責決定の効力を受ける債務について

の連帯保証人は、当該債権についての消滅時効を援用でき

ないとした最判平成１１年１１月９日（判時１６９５号６６頁）、破産

終結決定がされて消滅した会社を主債務者とする保証人は、

会社法人格の消滅後に主債務についての消滅時効が完成

したことを主張して時効を援用することができないとした最判

平成１５年３月１４日（判時１８２１号３１頁）、破産免責決定の効

力を受ける債権に基づいて詐害行為取消権を行使すること

はできないとした最判平成９年２月２５日（判時１６０７号５１頁）

がありますので、あわせてご確認いただければと思います。

１：民法１６６条１項（債権法改正前）：「消滅時効は、権利を行使することができる時から進行する。」

2：民法３９６条：「抵当権は、債務者及び抵当権設定者に対しては、その担保する債権と同時でなければ、時効によって消滅しない。」

3：民法１６７条２項（債権法改正前）：「債権又は所有権以外の財産権は、二十年間行使しないときは、消滅する。」
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２　最判平成３０年１２月１４日（判時２４０３号５６頁、

金判１５６２号３８頁）

●詐害行為取消しによる受益者の取消債権者に対

する受領済みの金員相当額の支払債務が履行遅滞

となる時期は、履行の請求を受けた時である。（上告

棄却）

（１）　判旨

　詐害行為取消権は、詐害行為を取り消した上、逸出した財

産を回復して債務者の一般財産を保全することを目的とし、

受益者又は転得者が詐害行為によって債務者の財産を逸出

させた責任を原因として、その財産の回復義務を生じさせるも

のである。そうすると、詐害行為取消しの効果は過去に遡って

生ずると解するのが上記の趣旨に沿う。受益者が、受領済み

の金員に係る詐害行為取消判決の確定までの運用利益の

全部を得ることができるとすることも相当ではない。したがっ

て、詐害行為取消しによる受益者の取消債権者に対する「受

領金支払債務は、詐害行為取消判決の確定により受領時に

遡って生ずるものと解すべきである。」

　上記受領金支払債務は期限の定めのない債務であり、民

法４１２条３項により、「履行の請求を受けた時に遅滞に陥るも

のと解するのが相当である。」

　本件では、訴状をもって、詐害行為の取消しとともに、受領済

みの金員相当額の支払を請求したのであるから、受益者の取

消債権者に対する「受領金支払債務についての遅延損害金

の起算日は、各訴状送達日の翌日」となる。

（２）　本判例の位置づけ

　詐害行為取消しによる受益者の取消債権者に対する支払

債務が履行遅滞となる時期について、これまでの裁判例は、

①受益者の金員受領日とするもの、②訴状送達日の翌日とす

るもの、③詐害行為取消判決の確定日の翌日とするものに分

かれていました。

　本判決は、詐害行為取消制度の趣旨及び結論の妥当性か

ら、上記のうち②をとることを明らかにしました。裁判例及び学

説の見解が定まっていない論点に決着をつけたものといえ、

理論的にも実務的にも重要な判断になろうかと思います。

３　最決平成３１年１月２３日（判時２４３６号２２頁、金

判１５６５号８頁）

●被相続人名義の振替口座に記録等された振替株

式等の共同相続により債務者が承継した共有持分

に対する差押命令及び譲渡命令は可能。（破棄差

戻）

（１）　決定要旨

①　社債、株式等の振替に関する法律（社債等振替法）

は、振替株式4等についての権利の帰属は振替口座簿

の記録等により定めるものとしている。また、被相続人が

有していた振替株式等は相続開始とともに当然に相続

人に承継され、口座管理機関が振替株式等の振替を行

うための口座を開設した者としての地位も上記と同様に

相続人に承継されると解される（民法８９６条本文5）。そう

すると、被相続人名義の口座に記録等がされている振

替株式等は、相続人の口座に記録等がされているものと

みることでき、このことは、共同相続の場合であっても異

ならない。

　したがって、「被相続人名義の口座に記録等がされて

いる振替株式等が共同相続された場合において、その

共同相続により債務者が承継した共有持分に対する差

5：民法８９６条本文：「相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一切の権利義務を承継する。」

4：社債等振替法１２８条１項は、「振替株式」を、「株券を発行する旨の定款の定めがない会社の株式（譲渡制限株式を除く。）で振替機関が取り扱うもの」と定義しています。
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押命令は、当該振替株式等について債務者名義の口

座に記録等がされていないとの一事をもって違法である

ということはできないと解するのが相当である。」

②　「共同相続された振替株式等につき共同相続人の１人

の名義の口座にその共有持分の記録等をすることがで

きないからといって、当該共有持分についての譲渡命令

が確定した結果、当該譲渡命令による譲渡の効力が生

じ得ないものとはいえない。そして、法令上譲渡が禁止

されず、適法に差押命令の対象とされた財産について、

これが振替株式等の共有持分であることのみから、執行

裁判所が譲渡命令を発することができないとする理由は

ないというべきである。

　したがって、執行裁判所は、譲渡命令の申立てが振替

株式等の共同相続により債務者が承継した共有持分に

ついてのものであることから直ちに当該譲渡命令を発す

ることができないとはいえないと解するのが相当であ

る。」（補足意見がある。）

（２）　本判例の位置づけ

　本決定は、被相続人名義の振替口座に記録された振替株

式等について、債務者である共同相続人が有する共有持分

に対して、差押命令（民事執行規則１５０条の２）及び譲渡命

令（同規則１５０条の７第１項１号）の発令を認めた点に意義

があります。原審は、振替株式等についての権利の帰属は

振替口座簿の記録等により定められること等に照らすと、債

務者以外の者の名義（本件では、被相続人）の口座に記録

等がされた振替社債等に対する差押命令を発することはでき

ないと判断しました。最高裁はこれを覆して、共同相続された

遺産分割前の振替株式等に対する権利行使を認めました。

ちなみに、共同相続された預貯金債権について、最高裁（最

大決平成２８年１２月１９日・判時２３３３号６８頁）は、相続開始

と同時に当然に相続分に応じて分割されず、遺産分割の対

象になるとしています。そうすると、共同相続された預貯金債

権は、遺産分割までの間、共同相続人の準共有（民法２６４

条本文）となりますが、執行実務上は、このような共同相続さ

れた被相続人名義の預貯金債権について、相続人の債権

者は、相続人が有する準共有持分を差し押さえることは可能

と解されています（東京地方裁判所民事執行センター「共同

相続された預貯金債権に対する強制執行」（金法２０８３号４４

頁）。本決定は、このような執行実務とも整合的に理解できる

ものと思われます6。

４　最判平成３１年３月７日（判時２４２３号２０頁、金判

１５７０号８頁）

●違法な仮差押命令の申立てと、その後に債務者と

第三債務者との間で新たな取引が行われなくなった

ことによる債務者の逸失利益の損害との間に、本件

事情のもとでは相当因果関係があるということはでき

ない。（破棄差戻）

（１）　判旨

　債権の仮差押申立てが、保全の必要性が存在しないため

違法であり、債務者に対する不法行為にあたる場合におい

て、仮差押申立ての後に債務者と第三債務者との間で新たな

取引が行われなくなったとしても、次の①②などの事情のもと

では、仮差押申立てと債務者が主張する新たな取引が行わ

れなくなかったことによる逸失利益の損害との間に相当因果

関係があるということはできない。

①　債務者は、１年４か月間に７回にわたり第三債務者との

間で商品の売買取引を行ったが、両者間で商品の売買

取引を継続的に行う旨の合意があったことはうかがわれ

ず、債務者において両者間の商品の売買取引が将来に

6：以上の分析は、杉本和士「判批」法教４６４号１２３頁を参考にしています。
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8：この議論の背景について、三木浩一「不当執行に基づく債権者の損害賠償責任」加藤新太郎ほか編『現代民事手続法の課題（春日偉知郎先生古希）』４１８頁参照。

わたって反復継続して行われるものと期待できるだけの

事情があったとはいえない。

②　仮差押命令の執行は、仮差押命令が第三債務者に送

達された日の５日後に取り消され、その頃、第三債務者

に対してその旨の通知がなされており、第三債務者が債

務者に新たな商品の発注を行わない理由として仮差押

命令の執行を特に挙げていたという事情もうかがわれな

い。

（２）　本判例の位置づけ

　本判例は、違法な仮差押申立てによる損害賠償に関し、仮

差押申立ての後に債務者と第三債務者との間に新たな取引

が行われなかった場合において、債権者がこれによる逸失利

益の損害賠償責任を負うかどうかについて、事例判断を示し

たものとして意味があるものと考えられます。

　仮差押命令は被保全権利と保全の必要性の両方の要件

が具備された場合に発令されますので、そのいずれかを欠く

場合は、その仮差押申立ては違法だったということになりま

す。このような申立てによる債権者の債務者に対する損害賠

償責任は、不法行為に基づく損害賠償責任と構成され、損害

の範囲は、当該申立てと相当因果関係のある損害であると一

般的に解されています7。この場合の債権者の過失の要否に

ついては議論がありますが8、リーディングケースとされる判例

は、「仮処分命令が異議もしくは上訴手続において取り消さ

れ、あるいは本案訴訟において原告敗訴の判決が言い渡さ

れ、その判決が確定した場合には、他に特段の事情のないか

ぎり、右申請人（筆者注：仮差押申立人）において過失があっ

たものと推認するのが相当である。」と判断しています（最判昭

和４３年１２月２４日・判時５４７号４０頁）。

　本件の原審は、仮差押申立てがされなければ、債務者は第

三債務者との取引によって少なくとも３年分の利益を取得する

ことができた、仮差押命令の送達を受けた第三債務者が、債

務者の信用状況に疑問を抱くなどして債務者との間で新たな

取引を行わないと判断することは十分に考えられるなどとし

て、仮差押申立てと逸失利益との間の相当因果関係を認めま

した。これに対して、最高裁は、債務者と第三債務者との間の

取引実績、継続的取引の合意の有無を基礎として、債務者に

は第三債務者の継続取引を期待できるだけの事情が認めら

れず、また第三債務者が新たな取引をしない理由として仮差

押命令を挙げていた事情も認められないとして、上記相当因

果関係を否定し、原審の判断を覆しました。相当因果関係に

ついてのこのような判断枠組みは、違法な仮差押命令による

損害賠償責任の検討において、今後の参考になるものと思わ

れます。

具体的な事案に関するお問い合わせはこちら

【事業再生・倒産に関する問い合わせフォーム】✉

7：伊藤敏孝「違法な保全処分による損害賠償」塚原朋一ほか編『現代裁判法体系⑭（民事保全）』５５頁。
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